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は じ め に

　経済のデジタル化が，国際課税の領域において大きな争点となっている。2018年12月，フラン
スのルメール経済・財務相は，燃料税引上げ断念を受けて2019年１月からのデジタル課税導入を
発表した。デジタル課税導入は既に英国などが発表しており，デジタル化という新たな経済の変
化に対して依然統一的なルールが存在しない下で，各国が単独で導入するユニラテラルな動きが
加速している。一方，OECD を中心に国際的ルール作りの議論は継続しており，2015年の BEPS

（Base Erosion and Profit Shifting）プロジェクト最終報告書では最終的な提案には至らなかったも
のの，2018年３月には中間報告書を公表し，2020年までに具体的な取りまとめを目指している。
EU レベルでも2018年３月に２つの EU 指令案を公表し，ユニラテラルな動きに歯止めをかけよ
うとしている。しかし，各国の利害が錯綜し，いまだ合意への道筋は描けていない。
　経済のデジタル化はプラットフォーム企業のような新たなビジネスモデルの台頭を含んでおり，
議論の混迷の背景には，市場国と企業の立地国との間の利害対立に加え，既存の国際課税ルール
がデジタル化の現実にうまく対応できていないという認識が根底にある。本稿は，デジタルエコ
ノミーと課税をめぐる現状を整理し，経済のデジタル化が法人課税および国際課税レジームに投
げかけている問題を明らかにしようとするものである。
　以下では，まず経済のデジタル化がいかなる点で既存の国際課税レジームに問題を投げかけて
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いるのかを概観する。その際，デジタル経済の中心にあるプラットフォーム企業の特徴を明らか
にすることで，より鮮明に問題点が浮き彫りになると考える。次に，デジタル課税をめぐる各国
の利害の動向をトレースする。そこでは BEPS プロジェクトでの議論と２つの EU 指令案に言
及するとともに，各国の立場を見ていく。最後に，上記を踏まえて国際課税レジームの行方につ
いていくつかの議論を紹介した上で，デジタル課税問題が提起しているものについての見解を述
べる。

１．経済のデジタル化と既存の国際課税レジーム

１.１　圧力を受ける国際課税ルール
　2018年３月に公表されたデジタルエコノミーと課税に関する OECD 中間報告書（Tax 

Challenges Arising from Digitalisation-Interim Report 2018 : Inclusive Framework on BEPS, 以下では

OECD 中間報告書と略す）は，経済のデジタル化が国際課税に及ぼす影響の大きさについて，次の
ように指摘している。

（……）デジタル化はビジネス活動の仕方を大きく変化させた。このことは，新たなビジネ
ス・モデルの出現と古いモデルの大きな変革につながっている。これらの変化は，ほぼ１世
紀前に策定された既存の国際課税ルールがよってたつ基本概念に圧力をかけている

1）
。

　　 経済のデジタル化によって生じるこれらの広範な課税上の課題は，税源侵食と利益移転
（BEPS）にどのように終止符を打つかという問題を超えており，デジタル時代における国境
を越えた活動から生まれる所得に対する課税権をどのように配分するかという問題に主に関
係する

2）
。

　すなわち，経済のデジタル化は既存の国際課税ルールに根本的な変更を迫りうるものであり，
それは OECD/G20が取り組んできた BEPS の課題をも超えるものであるという。ここで国際課
税ルールと呼ばれているものは，国内法や租税条約，多国間協定その他の国際法規からなるもの
で，既存の国際課税ルールの多くは1920年代に作られた原則に由来しており，「富の根源」の原
則（“origin of wealth” principle）のように，多国籍企業によって創造される価値に貢献する要素の
可動性が比較的少なく，労働力と有形資産の集中的利用が求められる時代のものであったと指摘
されている

3）
。

　ここで，OECD 中間報告書は，経済のデジタル化から影響を受ける既存の主な国際課税ルー
ルとして２つ挙げている。
　第１に「ネクサス・ルール（nexus rule）」である。ネクサスとは，非居住地国側の課税権が正
当化されるために求められる外国企業とのつながりであり， 一定の物理的存在（physical 

presence）を閾値（threshold）としてきた。これが，恒久的施設（permanent establishment : PE）で
あり， 現行の国際課税ルールでは「PE なければ課税なし」 として， 何らかの物理的存在に
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nexus を見出し，PE に帰属する事業利得に課税してきた。
　第２に「独立企業原則（arm’s length principle）に基づく利益配分ルール」である。ある企業の
利益への課税が認められた場合，各関連企業ないし PE に，機能，資産，リスクを配分して

（「機能分析」），得られた利益に反映されている各関連企業ないし PE の価値の創造への貢献を特
定する。こうして，個々の関連企業ないし PE の実際の経済活動と価値の創造とを反映させ，利
益を配分し，課税するとしてきた。
　外国企業への課税は，「物理的存在」の要件に強く根差すこれらのルールに依存している。し
たがって，既存の国際課税レジームは，「課税権を，雇用する人々や利用する資産を含め，企業
によって営まれる経済活動の場所に一致させること」に焦点が当てられてきた

4）
。しかし，経済の

デジタル化によって，企業の価値の創造は必ずしも「物理的存在」に依存しなくなってきており，
この点で既存の国際課税ルールの有効性は試されるかもしれないと，中間報告書は指摘してい
る

5）
。

１.２　プラットフォーム企業における価値創造とユーザー参加
　経済のデジタル化は，なぜ「物理的存在」に基づく既存の国際課税レジームの有効性に疑問を
投げかけるのだろうか。その理由は，経済のデジタル化を象徴する新たなビジネス・モデルを採
用する，いわゆるプラットフォーム企業において典型的にみることができる。
　プラットフォーム企業は，「ネットワーク効果が存在する２つの市場の両面と取引を行う企業」
と定義される

6）
。多様な形態があるが，例えば Amazon の場合，一方に購入者の市場があり，も

う一方に出版社ないし出品者の市場があり，Amazon はその「仲介」となるプラットフォーム
を提供している。また，Facebook であれば，一方に書き込みを行うユーザーの市場があり，も
う一方に広告主の市場があり，そこに両者を結びつけるプラットフォームを提供している。プラ
ットフォーム企業は，このように複数の市場と取引を行い，仲介することで競争優位を発揮し，
利益を上げる。こうしたプラットフォーム企業における市場の特徴は，「多面市場（multi-sided 

market）」ないし「二面市場（two-sided market）」と呼ばれる
7）
。

　プラットフォーム企業における多面市場は「間接ネットワーク外部性（indirect network externalities）」
と「非中立的価格戦略（non-neutral pricing strategies）」を特徴とする

8）
。一般に，特定のサービス

の利用から得られる有用性は，他のユーザーの数に依存する。つまり，参加しているユーザーの
数が多いほど， そのサービスから得られる便益が高まる。 これは直接ネットワーク外部性

（direct network externalities）である。これに対し，間接ネットワーク外部性とは，一方の市場の
拡大が，もう一方の市場の拡大を促すことによる効果である。例えば，Google の検索エンジン
の利用者が増加すれば，Google に広告を出したい事業者も増大するだろう。そして，広告収入
が得られれば，ユーザーの利便性をさらに向上させることができる。この特徴は，非中立的価格
戦略を導く。２つの市場のうち，一方の市場を無料ないしディスカウント価格にしてユーザーを
拡大し，もう一つの市場で収益を得るという戦略である。先の例でいえば，Google の検索エン
ジンを無料で利用させる一方で，Google に広告を出したい事業者からは広告料を徴収する。
　もっとも，多面市場それ自体はデジタル経済固有の特徴ではない。テレビや無料の新聞も多面
市場の一種である。しかし，経済のデジタル化は，コミュニケーションコストを激減させ，ウェ
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ブサイトやアプリケーションを通じて，課税管轄権を越えて世界中の顧客を結びつける多面市場
に根差した新しい企業の台頭を促している。そして，デジタル経済特有の特徴として，ユーザー
データの収集と利用を指摘することができる。Google の検索サービスが無料で提供されたとし
ても，そこでユーザーは大量のデータを代わりに提供している。Google 側は，その情報を基に
広告を出したい事業者に効果的かつ効率的にプラットフォーム上のスペースを販売することがで
きる。いわばユーザーは検索サービスの享受とデータ提供の「物々交換」を行っている形になる。
　こうしたデジタル経済におけるプラットフォーム企業の特徴はどのような課税上の問題を引き
起こすだろうか。先の OECD 中間報告書は，デジタル企業の共通する特徴として３点挙げてい
る

9）
。第１に，物理的拠点を伴わない規模の拡大である。先述のように，既存の国際課税ルールが

物理的存在に強く依存しているために，物理的拠点を持たずに世界中で利益を上げる企業に対し
ては課税権を行使できない。第２に，無形資産への大きな依存である。デジタル化された企業に
とって様々なタイプの知識ベースの資本は重要であるが，その所有や管理の場所を識別すること
は困難であり，しかもグループ内で容易に移転される可能性がある。第３に，データとユーザー
参加である。もしデータとユーザー参加が価値創造の源泉とみなされるなら，価値創造への貢献
をどのように評価すべきだろうか。少なくとも既存の税制は「ユーザーが創造した価値」をとら
えることはできない。
　いわゆる GAFA（Google, Apple, Facebook, Amazon）をはじめとした巨大プラットフォーム企業
は，世界中で莫大な利益を上げながらも，既存の国際課税ルールの下ではその利益に対して市場
国側は十分に課税権を行使できていないとの批判がある。上述のように，データとユーザー参加
がこうした企業の価値創造の鍵を握っていることは指摘されており，市場国側にも一定の課税権
があると考えることは妥当にみえる。しかし，ユーザーによる価値創造の場所や価値創造への貢
献をどうとらえればよいのだろうか。仮にユーザーの所在地を価値創造の場として考慮するとし
ても，そこには何ら物理的存在がない可能性がある。しかもユーザー参加の集中度は，ビジネス

（　　）

図１　「ユーザー参加」の集中度

（出所）OECD（2018）p. 58 より転載。
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のタイプによっても異なると考えるのが自然である（図１）。OECD 中間報告書が指摘するよう
に，既存の国際課税レジームはデジタルエコノミーの進展のもとで挑戦を受けている。

２．デジタル課税をめぐる協調とユニラテラリズム

２.１　市場国と企業立地国の利害
　Shön（2018）は，経済のデジタル化による国際課税上の問題を指摘する主張には３つのタイプ
があると指摘する

10）
。１つは，歪められた競争についての関心である。デジタル化した多国籍企業

は，市場国における実質的な課税の欠如や無形資産の低税国への移転等によって，企業は国内企
業に対して競争優位を得ているというものである。２つ目は，市場国側の税収の観点である。税
収を失っていると主張する市場国側は，その課税ベースが自国の課税管轄と結びついていること
を示そうとしている。３つ目は，既存の国際課税レジームを重視し，デジタル化経済にターゲッ
トを絞った国際課税改革をしようとする議論である。あくまで，デジタル化によって新しく生じ
た問題にのみ対処する考え方といえる。
　これらはデジタル課税をめぐる国家間の利害対立となって現れている。主要なデジタル・プラ
ットフォーム企業の立地国である米国は，デジタルエコノミーのみに限定した解決策については
一貫して批判している。米国財務長官ムニューシン（Steven T. Mnuchin）は，2018年の OECD 中
間報告書に対して，「新たな重複する税負担を課すことは，成長および最終的には労働者と消費
者を傷つける」との声明を発表している

11）
。課税権を市場国に移管したいのであれば，米国はデジ

タルエコノミーの囲い込み（ring fence）ではなく，対象を広げるべきとの立場である
12）
。

　これに対して，市場国側であるヨーロッパ諸国の立場は，必ずしも課税権を完全に市場国側に
移管するということを主張しているわけではなく，新しく出てきた問題，すなわち，「ユーザー
の参加・貢献により生み出された新しい価値」にのみ限定して課税を行うべきというものである
と，OECD 租税センター局長サンタマン（Pascal Saint-Aman）は説明している

13）
。また，そもそも

完全に課税権を市場国に移管してしまうことは“パンドラの箱”を開けてしまうことであり，ド
イツのような資本輸出国は合意できないであろうと指摘する。
　しかし，ヨーロッパ諸国も一枚岩ではない。アイルランドやルクセンブルグ，マルタ，オラン
ダなどの国々は，デジタル企業の誘致によって恩恵を受けており，国際課税改革がその地位を脅
かすのではないかと懸念している。こうした国々は EU が一方的な行動をとることを警戒してお
り，あくまで OECD を通じた国際的コンセンサスの構築を支持している

14）
。一方で，フランス，

ドイツ，スペイン，イタリアなどの国々は，早期の解決を望んでいる。しかも，一部の国々では
税収確保のために単独で独自のデジタル課税を導入する動きが広まっている。欧州委員会は，こ
うしたユニラテラルな動きの拡大が，デジタル単一市場を寸断し，競争を歪めることを恐れ，
2018年３月に後述する２つのデジタル課税に関する指令案を提出するに至った。

２.２　BEPSプロジェクトと２つの EU指令案
　各国の利害が錯綜するなか，経済のデジタル化によって生じる問題に対して具体的にどのよう
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な課税ルールによって対応すべきなのだろうか。2015年の BEPS の行動１の最終報告書
15）
では３

つの選択肢について言及している。
　１つは， ネクサスの拡張である。 従来の「物理的存在」 を越えて，「重要な経済的存在

（significant economic presence）」という概念を導入し，ネクサスを確立しようというものである。
企業のユーザーとユーザーから収集されたデータの価値は，当該国における収益に反映されると
考え，収益を重要な経済的存在として，市場国との間にネクサスを見出す考え方である。デジタ
ル PE ともバーチャル PE とも呼ばれ，そうした重要な経済的存在があれば，そこに物理的存在
があると見なして，従来の国際課税ルールにのっとり帰属利得を算定することになる。
　２つ目は，デジタル取引に対する源泉徴収税である。これは，オンラインで注文した財・サー
ビスの非居住プロバイダーに対して行われる一定の支払にグロスベースの源泉徴収税を課すとい
うものである。または，先の重要な経済的存在に基くネットベース課税を支えるための徴収・執
行のメカニズムとして課されることが想定されている。ただし，税の徴収にあたってはとりわけ
B2C 取引において執行上の問題があること， 独立のグロスベース課税が行われる場合には
GATT や EU 法との抵触の可能性があることが指摘されている。
　最後に，平衡税（equalization levy）である。これは１つ目のネクサスの拡張にともなって，重
要な経済的存在に帰属する利得の算定の困難性を回避する案である。平衡税は，国内の顧客やユ
ーザーに提供された財・サービスのグロスの価値に対して課税されるため，実質的には売上税で
ある。外国供給者と国内供給者の平等な扱いを行うという意味で「平衡税」であるが，同じ所得
に対して平衡税と法人税の両方を課されるリスクが指摘されている。
　結局，BEPS 最終報告書では勧告には至っておらず，OECD は2020年までに国際的なコンセン
サスに基く解決を目指すとしている。実際，デジタルエコノミーへの課税については依然として
様々議論がなされており，各国が合意できる包括的な解決策を描くには時間を要する状況である。
しかし，一方で時間がかかればかかるほど，その間の税収ロスを機会損失の拡大とみる市場国側
のフラストレーションは高まることとなり，ますますユニラテラルな行動を誘発することになる。
とりわけ2017年頃から，先述のように EU 諸国を中心にデジタルエコノミーへの課税についてプ
レッシャーが高まっている。
　事態を重く見た欧州委員会は，EU 諸国におけるユニラテラルな行動を抑制すべく，2018年３
月に２つの EU 指令案を提出した

16）
。一つは包括的解決案であり，「重要なデジタルプレゼンスの

PE 認定に係る指令案（Proposal for a Council Directive Laying Down Rules Relating to the Corporate 

Taxation of a Significant Digital Presence）」であり，もう一つが長期案が実施されるまでの暫定案
とされる「特定のデジタルサービスの供給に由来する収益へのデジタルサービス税の共通システ
ムに係る指令案（Proposal for a Council Directive on the Common System of a Digital Services Tax 

on Revenues Resulting from the Provision of Certain Digital Services）」である。先の PEPS 最終報
告書の整理でみれば，前者が「ネクサスの拡張（重要な経済的存在）」であり，後者が「平衡税」
に対応している。具体的な指令案の内容は，表１のようになっている。
　欧州委員会は，両案とも可決された場合，EU 加盟国が制定する法令の施行日は2020年１月１
日とされた。しかし，全会一致ルールをクリアするには，メンバー国の足並みはあまりにも不揃
いであった。フランス，ドイツ，イタリア，スペイン，英国は2018年３月21日に共同声明を発表
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し，OECD/G20 レベルでの議論の活性化を望むと同時に，調和のとれた EU レベルでの行動を
支持するとした

17）
。もっとも，ドイツは米国からの報復を警戒し，慎重な立場をとっていた。一方

で，アイルランドやフィンランド，デンマークなどは反対し，他のメンバー国の反応は熱意に欠
けるものであった

18）
。結局，EU は12月４日，財務省理事会においてデジタルサービス税の年内合

意を断念することになった
19）
。

　そうした中，フランスは先に導入を決めた英国と同様，独自のデジタルサービス税の導入を発
表した。ルメール（Bruno Le Maire）経済・財務相は「金を持っているのはデジタルの巨人たち
だ。仏消費者・市場のおかげで多額の利益を上げているのに，払う税額は他業種に比べ14％低
い」と新税導入への意欲を見せている

20）
。EU では10カ国以上の加盟国が独自課税の案を検討して

いるとされており，国際的な合意の遅れはますますユニラテラルな行動を誘発するリスクをはら
んでいる。

３．国際課税レジームの向かう先

３.１　ネクサス概念の拡張とその問題点
　各国による独自課税の動きの多くは，平衡税タイプの売上税である。BEPS 最終報告書や EU
指令案の包括的解決案に示された「ネクサスの拡張」すなわち「重要な経済的存在」を PE と見

（　　）

表１　デジタル課税に関する EU 指令案（2018年３月31日）

重要なデジタルプレゼンスの
PE 認定に係る指令案

特定のデジタルサービスの供給に由来する
収益へのデジタルサービス税の

共通システムに係る指令案

課税対象者

以下のいずれかを満たすデジタルサービスを
提供する企業（注１）
① 当該 EU 加盟国内に所在するユーザーへの
「デジタルサービス」の提供による収益が
700万ユーロ超

② 当該 EU 加盟国内に所在する「デジタルサ
ービス」のユーザーが10万人超

③ 当該 EU 加盟国内に所在するユーザーによ
って締結された「デジタルサービス」提供
のための事業契約数が3,000超

以下の両方を満たす企業
① 全世界での速結売上高総額が7.5億ユーロ

超
②  EU 内でのデジタルサービスによる速結売

上高総額が5,000万ユーロ超

課税対象
利益／売上

重要なデジタルプレゼンスが，同様の活動を
行う独立企業だった場合に稼得したであろう
利益を，利益分割法に基いて算出

以下のサービスの提供による売上のうち，当
該 EU 加盟国に配分される部分（注２）
① オンライン広告（ユーザーのデバイスでの

表示回数）
② 交流サイト・オンラインターケットプレイ

スの提供（アカウント数，オンラインマー
ケットで成立した取引数）

③ ユーザーデータの有償移転（データの生成
源であるユーザー数）

税　額 上記の利益を，PE 認定される EU 加盟国の
法人税の枠組みで課税

上記の売上に税率３％を適用（注２）

適用時期 2010年１月１日 2010年１月１日

（注１）　 ただし，企業の所在国が当該 EU 加盟国と二重課税回避のための租税条約を締結している場合，原則として適用されない。
（注２）　 法人税との二重課税を調整するため，EU 加盟国は自国の法人税法上，デジタルサービス税を費用として扱うことを認め

ることが期待されている。
（出所）　 European Commission（2018a），European Commission（2018b），および柿沼・金本（2018）p. 3より作成。
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なして課税する案，いわゆるデジタル PE ないしバーチャル PE に基く法人所得課税は，依然と
して具体性を欠いたままである。それゆえ，Tomson and Grandjouan（2018）は，EU 指令案に
おける包括的解決策は短期間のうちに実施される案というよりも，議論を活性化させる手段とし
て欧州委員会は見ているのではないかと指摘する。
　実際，ネクサス概念の拡張には多くの疑問点が指摘されている。浅妻（2018）は，物理的存在
なしに，機能，資産，リスクを認定するのは理念的に不可能であり，必然的にバーチャル PE 独
特の帰属利得のルールが要求されると指摘する。しかしそうした場合，Google などはあえてわ
ずかな機能しか持たない支店（支店 PE）を置くことで，バーチャル PE を回避する可能性がある
という。バーチャル PE 独特の帰属利得ルールと既存の帰属利得ルールが異なれば，そうしたこ
とは十分あり得ることであり，結局，市場国側の税収確保に資することはほとんどないかもしれ
ない。また，源泉徴収税と同様，囲い込み（ring fencing）が問題となり，さらに新しい利得配分
ルールを作らなければならなくなる。結局，バーチャル PE は，従来の国際租税法体系からの逸
脱が源泉徴収税を採用する場合よりも大きいと評価している。
　また，Shön（2018）は，「市場国」という概念と結びついたネクサス概念の拡張を批判してい
る。その際，「価値創造（value creation）」といった曖昧な概念は，デジタル経済の国際課税のた
めの一貫したコンセプトを開発する上で助けにならないとも指摘している。PE の閾値の拡張は，
すぐさま市場国における課税権の拡張に転換されることになるが，伝統的な PE 概念は居住地国
に対して源泉地国に権利を与えることを狙ったものであって，「源泉地国」の概念は決して「市
場国」の概念とは結びついてらず，企業と顧客との接点に焦点を当てる意味はないという。その
上で，法人利益への課税としての法人税のルーツに立ち返るならば，取引高税のように顧客への
販売やサービスの提供からの収益に課税するのではなく，株主によって引き出された資本所得に
対する税であるべきとし，無形投資としての「デジタル投資」を捕らえたリターンへの課税こそ
が伝統的な理解に合致すると主張する

21）
。

３.２　可動的でない要素への課税と仕向地主義課税
　デジタル課税をめぐる問題に対して，おそらくもっともラディカルなアプローチをとっている
のは Devereux and Vella（2018）であろう。Devereux and Vella（2018）は，すべての産業がデ
ジタル化によって影響を受けており，デジタル経済を囲い込む（ring fence）ことは賢明ではない
という。その上で，そもそも既存の法人利益への課税システムは基本的な欠陥を抱えていると主
張する。そして，あくまで経済のデジタル化はこの欠陥を増幅させるものに過ぎないと考えてい
る。
　Devereux and Vella（2018）は，多国籍企業への課税のために利用できるオプションは，４つ
の立地であるという。それは，①最終的な株主の居住地，②最終的な親会社の居住地，③多国籍
企業の子会社の居住地，④その顧客の居住地，である。現行の国際課税システムは，③および部
分的に②に基いているが，どちらも比較的可動性の高い要素であり，利益移転や租税競争を生じ
させている。したがって，経済的見地からは可動性の低い活動の立地で課税すべきであると主張
する。そしてその要件を満たすのは，①および④ということになる。
　そして，特に両氏が支持していると考えられるのは，消費者の立地に基く課税である。消費者
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の立地を付加価値税（value added tax : VAT）における議論にならって「仕向地（destination）」と
呼ぶならば，仕向地ベースの法人課税こそが，既存の国際課税上の問題を抜本的に解決するとみ
ているようである。輸出非課税・輸入課税の VAT タイプのアプローチを採用するならば，それ
は「仕向地ベースのキャッシュフロー税（destination-based cash flow tax）」となる

22）
。

　両氏は仕向地ベース課税が支持される根拠を３点挙げている。第１に，消極的には既存のシス
テムがバリューチェーンの各要素に起因する利益を認識しようとしながら，認識しきれていない
という点にある。例えば，R&D からのリターンはそれが行われた場所のものになるべきという
ことは自明ではない。製造，マネジメント，ファイナンス，マーケティング，販売があって初め
て多国籍企業は利益を生み出せる。このチェーンの内，PE の存在しない販売国は完全に無視さ
れてしまっていると指摘する。第２に，仕向地は現行ルールの下でも原理的に重要な利益の源泉
であるという点にある。市場国は，「顧客ベースの無形資産（customer-based intangibles）」が存在
する場所であり，これは間接ネットワーク外部性と関係している。さらに，多国籍企業は，市場
国の提供する特許や商標，著作権に関わる法的インフラによっても価値を得ているとしている。
そして第３に，仕向地ベース課税は租税競争の圧力にさらされることがないため，長期的に唯一
存続可能なオプションであるとしている。
　Devereux and Vella（2018）のアプローチは，先の Shön（2018）の主張と真っ向から対立する。
それは市場国への課税権付与のための「ネクサスの拡張」を超えて，市場国への課税権の完全な
移管を意味している。経済のデジタル化によって突き付けられた問題は，こうした既存の国際課
税レジームの抜本的転換と既存の国際課税レジームに沿った改革との間の論争を引き起こしてい
る。さらにそこに国家間の利害関係が加わることで，国際的な合意形成は依然として困難なまま
である。ユニラテラルな対応や暫定的対応の恒久化を避けるためにも，長期的な国際課税システ
ムとして耐えうる包括的な解決策をどのように見出していくべきか，考えるべき要素は明らかに
なってきているように思われる。

おわりに―デジタル課税問題が提起するもの

　2018年６月21日， 米国の州売上税・使用税をめぐる重要な連邦最高裁判決が出た（South 

Dakota v. Wayfair, Inc., No. 17―494）。これまで米国では州内に倉庫などの物理的存在がなければ，
州外企業は販売先の州に対して購入者から使用税（use tax）を徴収し送金する義務がなかった。
そのためオンライン販売企業は店舗販売を行う企業に対して優位を持ち，市場となっている州側
では税収ロスが長く問題視されていた。しかし，ついに最高裁は，州外企業が課税州において一
定の売上額や取引数などの実質的なネクサス（substantial nexus）を有していれば，物理的存在は
不要と判示したのである。その主な判決理由は，市場管轄は州外販売者による利益の創出にとっ
て不可欠な便益を提供しているというものであった。Avi-Yonah（2018）は，この判決と判決理
由を支持するとともに，国際課税においても物理的存在ルールを捨てるべきであると指摘してい
る。物理的存在とネクサスの問題はここでも再考を迫られる形となった。
　本稿で見てきたように，経済のデジタル化は既存の税制に対し，様々な論点を提起している。
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最後に本稿を振り返りつつ，提起されている問題を整理しておきたい。
　第１に，企業の価値創造の形態や場所の変化である。OECD 中間報告書が整理しているよう
に，デジタル経済においては，データとユーザー参加が企業の価値創造においてますます重要に
なってきている。このような現実を前に，物理的存在に縛られることは不合理かもしれない。何
らかの形でこれらの要素の立地と価値創造への貢献を捕らえる必要がある。
　しかし第２に，そうした新たな価値創造の形をとらえるには，プラットフォーム企業をはじめ
としたデジタル企業の価値創造メカニズムの更なる解明が必要である（Olbert and Spengel 

（2017））。安易に顧客やユーザーの所在地に所得の源泉を見出すのは，既存の国際課税レジーム
から大きく逸脱するだけでなく，新たな不効率性と不公平性を招きかねない。デジタル要素を

「ring fence」するとしても，その閾値をめぐっては理論的・原理的な線引きは不可能である。
　第３に，もしネクサス概念の拡張が市場管轄地に課税権を与えるものだとされるならば，法人
税と消費税の境界をどう考えるべきかという問題がある。究極的には仕向地主義法人税のような
ものに導くのか，それとも「デジタル投資」の概念で捉えるべきなのか。法人所得税とは何かと
いう根本的な問題をはらんでいる。
　また忘れてはならないのは，税は政治そのものであるということである。OECD は2020年ま
でに国際的なコンセンサスに基く最終報告書を出す予定であるが，国際政治はもとより，各国の
ユニラテラルな課税の動きにも表れているように，国内政治の動向も左右する。リーマンショッ
ク以降，各国は財政赤字を抱えながら，国民の不満と向き合っている。米国の Wayfair 事件判
決も，州間税制の簡素化・統一化の努力とリーマンショック以降のユニラテラルな課税の動きの
延長上にある。デジタルエコノミーへの課税も，国民が納得する公平な課税でなければ，長期的
なルールとはなりえないだろう。

注
1）　OECD （2018） p. 167. 邦訳は古川（2018） p. 262。
2）　OECD （2018） p. 167. 邦訳は古川（2018） p. 263。
3）　OECD （2018） p. 167. 邦訳は古川（2018） p. 263。
4）　OECD （2018） p. 168―169. 邦訳は古川（2018） p. 264。
5）　OECD （2018） p. 269. 邦訳は古川（2018） p. 264。
6）　立本（2017） p. 29。
7）　例えば，OECD （2018） p. 28―29 および立本（2017） p. 34。
8）　OECD （2018） p. 29.
9）　OECD （2018） pp. 51―59. 邦訳は古川（2018） pp. 256―261。

10）　Shön （2018） p. 279.
11）　U. S. Department of the Treasury （2018）.
12）　米国は2017年税制改革法（Tax Cuts and Jobs Act of 2017 : TCJA）で，グローバル無形資産低

課税所得（Global Intangible Low Taxed Income : GILTI）を導入している。これは，外国子会社の
所得について一定の算定式を用いて「みなし無形資産所得」を算出し，合算課税の対象とする（ただ
し50％の所得控除を認める）ものであるが，課税対象をデジタルエコノミーに限定しないという米国
の立場と整合的といえる。

13）　サンタマン（2018） pp. 6―7。
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14）　Thomson and Grandjouan （2018） p. 26.
15）　OECD （2015）.
16）　European Commission （2018a）, European Commission （2018b）.
17）　Thomson and Grandjouan （2018） p. 29.
18）　Thomson and Grandjouan （2018） p. 30.
19）　同案の推進派であるフランスは慎重派のドイツを巻き込み，課税の対象を広告の売上に限定すると

ともに，2021年までに国際的な解決策が得られなかった場合にのみ発行するとする妥協案を同理事会
で提示し，加盟国に19年３月までの合意を呼び掛けている（『日本経済新聞』2018年12月５日付，朝
刊，p. 9）。

20）　『日本経済新聞』2018年12月19日付，朝刊，p. 10。
21）　Shön（2018）は，特定されるべきは顧客やユーザーの立地ではなく，投資の立地であるとする。

もしデジタル企業が特定の顧客にアクセスするために特定の市場に資本を投資していることが示され
るならば，その投資は個別の市場国における課税権を生じさせうる証拠になる。それは，単に財・サ
ービスを注文した顧客のいる市場という意味ではなく，その企業がその市場に投資し，そのリターン
を期待するという理由からである。その際，小規模な PE の拡散を阻止するためにデジタル要素を

「ring fence」することについては容認している。
22）　仕向地ベースのキャッシュフロー税については，米国トランプ政権の下で一時「国境調整税」とし

てその導入が議論されたものである。その理論と政策については，河音・篠田（2018）を参照された
い。
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